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第 1 問 インフレに関する以下の問いに答えなさい。 
1) インフレ率と失業率のトレードオフ関係を何と呼ぶか。（5 点） 
2) 消費者物価指数に含まれず、GDP デフレーターには含まれるものを１つ挙げなさい。（5 点） 
3) GDP デフレーターに含まれず、消費者物価指数には含まれるものを１つ挙げなさい。（5 点） 
4) 図（裏面）において消費者物価指数と GDP デフレーターとの間に差が生じている原因・背景を簡潔に説明しなさい。（10 点） 

 

第 2 問 経済成長に関する以下の設問に答えなさい。 

1) 生産活動に必要な資源は労働力と資本設備のみで、国によって生産技術が異なるものとしよ

う。いま、A,B,C の 3 国の労働力、資本設備、生産量が右の表のようになっている。B 国の生産

技術の水準が A 国と C 国の間にあるとき、B 国の生産量 Q のとる範囲を書きなさい。（10 点） 
2) 以下のうち、1)の意味での生産技術に該当しないものを 1 つ選び番号を書き

なさい。（5 点） 
  ①新型機械の導入 ②優秀な経営者 ③インフラ ④生産のノウハウ 
 
3) 1 人あたりの生産量（所得）を引き上げるために、生産技術向上のほかにど

のような方策が有効であると考えられるか。（10 点） 
 

第 3 問 以下の記述は正しいか。○×で答えなさい。（各 5 点） 
1) 景気変動の見方は 1 つだけであり、実績が実力を上回っているかどうかに注目すればよい。 
2) 流動性の罠のもとでは LM 曲線は垂直である。 
3) 貨幣供給を増やすような金融政策は利子率を引き上げる効果を持つ。 
4) 利子率が上がると貨幣需要は増加する。 
5) 通常のケースでは、IS 曲線は右上がりである。 
 

第 4 問 Y は GDP、C は消費、I は投資、G は政府支出、T は税とする。また、a は 0<a<1 を満たす定

数である。GDP が「Y=C+I+G」、消費が「C=a(YT)」で決まるとき、以下の設問に答えなさい。 
1) 4 兆円の減税によって GDP が 6 兆円増加した。このとき、a の値はいくつか。（5 点） 
2) 上記 1)で算出した a のもとで、減税ではなく政府支出によって GDP を 1)と同額増やすためには政府

支出をいくら増やせばよいか。（5 点） 
3) 上記 2)の政府支出の財源をすべて増税で賄うと GDP はいくら増えるか。（5 点） 
4) 上記 2)の政府支出の財源を増税と国債発行で半分ずつ賄った場合、GDP はいくら増えるか。（10 点） 
 

第 5 問 寄付点（x）を 0～10 の整数で記しなさい。 
【注意】この問を選択した場合、参加者の解答を基に行うゲームの結果により各自の点数が決定される。ゲーム

の内容をよく理解し、熟慮の上で自らの責任において選択すること。なお、試験中にゲームの内容に関

する質問は受け付けない。 
【ゲームの内容】 
1) 各参加者（この問の選択者）の当初の持ち点は 10 点である。 
2) 参加者は共同基金に寄付する点（x：寄付点）を決定する。 
3) 各自の持ち点から寄付点を除いた点数 10-x が寄付後の各自の持ち点となる。 
4) 寄付点（x）の参加者平均（X）を 3 倍した得点（3X）が参加者に与えられる。 
5) 最終的な獲得点数は 10x+3X となる。Good Luck!! 
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 A B C 
労働力 100 200 400 

資本設備 200 400 800 

生産量 100 Q 500 
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【第 1 問】インフレ率（対前年上昇率）の推移  
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資料：総務省統計局『消費者物価指数年報』、内閣府『国民経済計算年報』． 

 
 
 
 
 
 
 


